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(百万円未満切捨て)
１．平成28年10月期の業績（平成27年11月１日～平成28年10月31日）
（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年10月期 5,211 △1.6 400 0.3 425 1.2 307 6.9

27年10月期 5,299 3.9 399 34.6 420 31.8 287 34.4
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

28年10月期 61.20 ― 7.4 8.1 7.7

27年10月期 57.24 ― 7.4 8.2 7.5
(参考) 持分法投資損益 28年10月期 ―百万円 27年10月期 ―百万円
　

　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

28年10月期 5,285 4,221 79.9 841.40

27年10月期 5,270 4,024 76.4 802.17
(参考) 自己資本 28年10月期 4,221百万円 27年10月期 4,024百万円
　

　

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

28年10月期 500 △439 △197 384

27年10月期 453 △102 △182 521
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

27年10月期 ― 0.00 ― 18.00 18.00 90 31.4 2.3

28年10月期 ― 0.00 ― 18.00 18.00 90 29.4 2.2

29年10月期(予想) ― 0.00 ― 18.00 18.00 30.0
　

　　

３．平成29年10月期の業績予想（平成28年11月１日～平成29年10月31日）
　

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 2,671 10.2 198 15.8 207 16.6 138 8.7 27.68

通期 5,450 4.6 431 7.7 451 6.2 301 △1.9 60.06
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※ 注記事項
（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無
　

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年10月期 6,200,000 株 27年10月期 6,200,000 株

② 期末自己株式数 28年10月期 1,182,486 株 27年10月期 1,182,486 株

③ 期中平均株式数 28年10月期 5,017,514 株 27年10月期 5,017,667 株
　

　　

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく有価証券報告書の監査手続の対象外でありますが、この決算短信の開

示時点において、金融商品取引法に基づく有価証券報告書の監査手続が実施中であります。
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今

後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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１．経営成績１．経営成績１．経営成績１．経営成績    

(１) 経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

  当事業年度におけるわが国の経済は、政府の経済政策及び日本銀行の金融政策により、企業収益の改善が

みられ、設備投資の増加及び雇用・所得環境の改善が進み、緩やかながら景気は回復基調で進みました。し

かし、新興国の経済の減速及び英国のＥＵ離脱問題による欧州経済への影響等、景気の先行きは不透明な状

況で推移しました。 

        こうした状況のなかで、当社が属しております市販メーカーにおいては、純正メーカーの交換用フィルタ

ーの販売攻勢が強いこと、ガソリンスタンドの減少及びセルフ化の影響で販売数量は減少しております。ま

た、新興国で製造された安価な商品が増加し、激しい価格競争にも晒されており、当社を取り巻く経営環境

は依然として厳しい状況にありました。 

    このような環境のなかにあって、当社はフィルター部門において国内では、付加価値の高い大型車用フィ

ルター、既存品と差別化した高性能オイルフィルター及びプレス部品の拡販に注力すると共に、新規取引先

の開拓にも取り組みました。輸出では、主要輸出先への営業活動を強化すると共に、新規輸出先の開拓にも

取り組みました。さらに、燃焼機器部門では、新規バーナの開発、既存のバーナ部品及び熱交換器の拡販に

注力してまいりました。しかしながら、原油価格の下落等で当社の主要取引先国の経済が停滞したため、海

外市場が低迷する影響を受けました。 

その結果、売上高は前事業年度に比べ87百万円減少し、52億11百万円（前年同期比1.6％減）、売上高は

減少したものの、付加価値の高い製品の売上高が増加したこと及び全社的な経費削減に取り組んだことが要

因となり、営業利益は前事業年度に比べ１百万円増加し、４億円（前年同期比0.3％増）、経常利益は前事業

年度に比べ４百万円増加し、４億25百万円（前年同期比1.2％増）となりました。経常利益が増加したこと

及び前事業年度に比べ税金費用が減少したことが要因となり、当期純利益は前事業年度に比べ19百万円増加

し、３億７百万円（前年同期比6.9％増）となりました。 

      セグメント別の業績は、次の通りであります。 

     （フィルター部門） 

   売上高に関しては、国内売上は商社向けが増加しましたが、同業者向けが減少しました。輸出売上はヨ

ーロッパ及び東南アジア向けが減少しました。営業利益に関しては、売上高は減少したものの、付加価値

の高い製品の売上高が増加したこと及び全社的な経費削減に取り組んだことが要因となり増加しました。 

その結果、売上高は前事業年度に比べ１億16百万円減少し、48億69百万円（前年同期比2.3％減）、営

業利益は前事業年度に比べ３百万円増加し、５億75百万円（前年同期比0.6％増）となりました。 

     （燃焼機器部門） 

       売上高に関しては、バーナ部品の売上高が増加しました。営業利益に関しては、売上高が増加したこと

が要因となり増加しました。 

その結果、売上高は前事業年度に比べ28百万円増加し、３億40百万円（前年同期比9.2％増）、営業利

益は、前事業年度に比べ８百万円増加し、46百万円（前年同期比21.5％増）となりました。 

（その他） 

車載用加湿器、ティッシュケース及び灰皿等の販売をしております。 

     その結果、売上高は前事業年度に比べ86万円増加し、１百万円（前年同期比78.9％増）、営業損失は33

万円（前事業年度は営業損失81万円）となりました。 

     

② 次期の見通し 

      次期におけるわが国の経済の見通しにつきましては、企業の収益の改善、設備投資の増加及び雇用・所得

環境の改善が進み、景気回復に向けて明るい兆しがみられますが、米国の次期大統領による政策が不透明な

状況、新興国経済の停滞等、不安定な状況で推移することが予想されることから、今後の景気の先行きに懸

念が生じると思われます。 

このような状況の中で当社としては、フィルター部門において国内では、今後も高性能オイルフィルター

及び大型車用フィルター等の拡販を図ってまいります。また、輸出では、円安メリットを活かして主要輸出

先以外の国への営業活動に取り組み輸出拡大に注力してまいります。さらに、300ｔプレス機械を利用して加

工できる部品、製品及び既存のプレス部品の受注増に向けて拡販を図ってまいります。一方、燃焼機器部門

では、新規バーナの開発、バーナ部品及び熱交換器の拡販を図ってまいります。利益面では利益確保に向け

て、より一層の経費削減に取り組んでまいります。 

通期の見通しにつきましては、売上高54億50百万円、営業利益４億31百万円、経常利益４億51百万円、

当期純利益３億１百万円を見込んでおります。 
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(２) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

流動資産は、前事業年度末と比べて１億９百万円減少し、31億４百万円（前事業年度末比3.4％減）とな

りました。主な要因は、電子記録債権制度を主要取引先が採用したことにより電子記録債権が２億24百万円

増加したものの、借入金を返済したこと及び税金の支払いをしたことにより現金及び預金が57百万円、売上

が減少したことにより売掛金が２億60百万円減少したことによるものです。 

固定資産は、前事業年度末と比べて１億23百万円増加し、21億80百万円（前事業年度末比6.0％増）と

なりました。主な要因は、新たに保険を契約したことにより保険積立金が１億10百万円増加したことによる

ものです。 

この結果、総資産は、前事業年度末と比べて14百万円増加し、52億85百万円（前事業年度末比0.3％増）

となりました。 

 

（負債） 

流動負債は、前事業年度末と比べて１億75百万円減少し、８億77百万円（前事業年度末比16.7％減）と

なりました。主な要因は、借入金を返済したことにより短期借入金が１億円、前事業年度より税金費用が減

少したことにより未払法人税等が30百万円、それぞれ減少したことによるものです。 

固定負債は、前事業年度末と比べて６百万円減少し、１億85百万円（前事業年度末比3.5％減）となりま

した。主な要因は、退職給付引当金が13百万円増加したものの、リース債務が３百万円減少したこと及び繰

延税金負債が16百万円減少したことによるものです。 

この結果、負債合計は、前事業年度末と比べて１億82百万円減少し、10億63百万円（前事業年度末比14.6％

減）となりました。 

 

（純資産） 

純資産合計は、前事業年度末と比べて１億96百万円増加し、42億21百万円（前事業年度末比4.9％増）

となりました。主な要因は、時価の下落によりその他有価証券評価差額金が19百万円減少したこと、配当の

支払いにより利益剰余金が90百万円減少したものの、当期純利益を３億７百万円計上したことにより利益剰

余金が２億16百万円増加したことによるものです。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

        当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、税引前当期純利益が４億

46 百万円となったものの、法人税等の支払額が１億 77 百万円となったこと、有形固定資産の取得による支

出が２億60百万円となったこと及び保険積立金の積立による支出が１億10百万円となったことにより、３

億84百万円（前年同期比１億36百万円減）となりました。 

       当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

 

     （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

       営業活動によるキャッシュ・フローは、法人税等の支払額が１億77百万円となったものの、税引前当期純

利益が４億46百万円となったこと及び減価償却費が２億22百万円となったことにより、５億円の収入（前

事業年度は４億53百万円の収入）となりました。 

 

     （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

        投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入が７億71百万円となったものの、定期

預金の預入による支出が８億50百万円となったこと、有形固定資産の取得による支出が２億60百万円とな

ったこと及び保険積立金の積立による支出が１億10百万円となったことにより、４億39百万円の支出（前

事業年度は１億２百万円の支出）となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

       財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増減額が１億円の減少となったこと及び配当金の

支払額が90百万円となったことにより、１億97百万円の支出（前事業年度は１億82百万円の支出）となり

ました。 
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     ③ 次期のキャッシュ･フローの状況見通し 

       次期のキャッシュ･フローの状況において、重要な影響を及ぼすものはありません。 

 

④ キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成27年10月期 平成28年10月期 

自己資本比率（％） 76.4 79.9 

時価ベースの 

自己資本比率（％） 
50.2 42.1 

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（％） 
85.9 57.9 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ 
176.7 278.8 

   （注）自己資本比率：自己資本／総資産 

      時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

      キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

      インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

      １．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により計算しております。 

      ２．営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･フロー                                             

        を使用しております。 

３．有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

(３) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

     ６ページの「３．経営方針 (1) 会社の経営の基本方針」のもと、如何なる情勢下においても収益性の維持

向上に努め、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針としております。 

当期の配当におきましては、継続的かつ安定的な配当の基本方針のもと、１株当たり18円の配当を予定して

おります。また、次期の配当につきましては、１株当たり18円の配当を予定しております。 

     内部留保資金については、業容の拡大に向けた財務体質の強化、生産コスト削減のための設備投資及び新製

品の開発のための研究開発投資を行い、将来の安定した収益を確保することにより、株主の皆様のご期待に応

えてまいる所存であります。 

 

(４) 事業等のリスク 

① 自動車用フィルターに特化した事業について 

当社グループの主な事業は、自動車用フィルター事業及び燃焼機器事業であり、売上高では、自動車用フ

ィルター事業が約 93％を占めております。現在、当社グループが製造及び販売する自動車用フィルターは、

内燃機関等を動力とする自動車の機能部品でありますが、開発が進められている燃料電池車及び電気自動車

等に代表される次世代の自動車では、自動車用フィルターが不要になる可能性があります。 

② 自動車用フィルター業界の競争 

自動車用フィルターは、東南アジア等で生産される安価な製品が年々増加してきており、コスト面におけ

る競争は非常に激化しております。当社グループは、生産効率の向上及び経費削減等の企業努力によりコス

ト競争力の維持を図ってまいりますが、今後、収益力が低下する可能性があります。 

③ 地震発生による影響 

当社の生産設備は静岡県御前崎市にあるため、想定されている東海地震が発生した場合は、生産設備等が

影響を受け生産が出来なくなる可能性があります。 
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２．企業集団の状況２．企業集団の状況２．企業集団の状況２．企業集団の状況    

(１) 事業の内容 

当社の企業集団は、当社、子会社（㈱ビック・イースト）及び関連会社（フジパック㈱）の計３社で構成さ

れており、フィルター部門及び燃焼機器部門の製造・販売を主な事業として取り組んでおります。 

     当社は子会社である株式会社ビック･イーストを、資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フロー

その他からみて、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨

げない程度に重要性が乏しいものとして、連結の範囲から除外しておりますので、連結財務諸表提出会社では

ありません。 

 当社、当社の子会社（㈱ビック・イースト）及び関連会社（フジパック㈱）の事業における当社、当社の子

会社（㈱ビック・イースト）及び関連会社（フジパック㈱）の位置付け及びセグメントとの関連は、次の通り

であります。なお、セグメントと同一の区分であります。 

 

 事業部門別の名称 事 業 の 内 容 会 社 名 

フ ィ ル タ ー 部 門  

自動車用フィルターの製造・販売 当社 

自動車用フィルターの販売 株式会社ビック・イースト 

荷造包装資材の製造・販売 フジパック株式会社 

燃 焼 機 器 部 門  ガス機器の製造・販売 当社 

 

  事業の系統図は次の通りであります。 

 

得          意          先 

                                                                                                 

フィルター製品                   

                                                                                   

 

 

 

 

荷造 

包装 

資材 

 

              フィルター製品 

 

当                     社 

 

              荷造包装資材 

 

関連会社 

 フジパック㈱ 

 

(２) 関係会社の状況 

     該当事項はありません。 

 

非連結子会社 

 ㈱ビック・イースト 

 

   フィルター製品・ 

   ガス機器製品 
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３．経営方針３．経営方針３．経営方針３．経営方針    

(１) 会社の経営の基本方針    
当社は、｢常に創造と革新の力を養い、勇気と決断で任務を遂行し、反省を忘れず、信頼と調和に満ちた価値

ある企業集団を築きあげよう｣という理念のもと、研究開発型企業として、常に高い収益性を目指し、地域社会、

株主に貢献することを基本方針としております。 

 

(２) 目標とする経営指標 

     当社グループは、重要な経営指標として、ＲＯＥ（自己資本利益率）７％を目標としております。ＲＯＥ（自

己資本利益率）を重視した経営により、企業の経営基盤を強化し、安定的な成長を図っていく所存であります。 

 

(３) 中長期的な会社の経営戦略 

     当社の中長期的な経営戦略としては、以下のようなことに取り組んでまいります。 

①  フィルター事業の販売拡大 

      自動車用フィルターは、同業者、カーショップ、ガソリンスタンド卸商社、石油元売及び輸出等のルート

を持ち販売しております。国内では、カーメーカーの生産ラインに供給しているフィルターメーカーの補修

市場でのシェア拡大や安価な海外製品が年々増加することが予測されます。これに対抗していくために、生

産コストの低減、同業者向けの拡販、既存品との差別化した高性能フィルター、大型車用フィルターの拡販

及び新しい輸出先の開拓に取り組んでまいります。 

    ② 燃焼機器事業の販売拡大 

      昭和51年から培ってきた燃焼技術を活かしたガスバーナ及び当社が開発した熱交換器（ヒーターパイプ）

は、省エネで環境に優しくまさに時代にマッチした商品であるため、今後もフライヤー、茹で麺器、ボイラ

ー及びコインランドリーなどを製造するメーカーに拡販してまいります。 

    ③ 新製品の開発 

      自動車用フィルターに関しては、既存品との差別化を主眼において、第２、第３の高性能オイルフィルタ

ーの開発に取り組んでまいります。また、今まで培ってきたプレス技術、濾過技術を活かし、自動車用フィ

ルター以外の開発及びフィルター以外の開発にも取り組んでまいります。 

 

(４) 会社の対処すべき課題 

     自動車の補修用フィルター市場は、今後、益々競争が激化していくことが予想されます。そのような状況の

なかで収益を確保し、長期的な安定成長を図っていくための戦略としては、高品質・低コスト生産体制の確立、

情報収集及び企画立案型の営業活動による拡販、第２の柱としての燃焼機器事業の拡販、さらに、自動車用フ

ィルター以外の開発に取り組むことにより、新たな成長を目指してまいります。 

 

４．４．４．４．会計基準の選択に関する基本的な考え方会計基準の選択に関する基本的な考え方会計基準の選択に関する基本的な考え方会計基準の選択に関する基本的な考え方    

当社は、財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は日本基準で財務諸表を作成する方針

であります。 

なお、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方

針であります。 
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(５) 継続企業の前提に関する注記 

        該当事項はありません。 

 

(６) 重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

      その他有価証券 

          時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し､売却原価は移動平

均法により算定） 

         時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

        商品、製品、原材料、仕掛品、貯蔵品（梱包材料） 

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

ただし、金型製品、金型仕掛品は個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

     貯蔵品（梱包材料以外） 

最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法、ただし平成10年４月１日以降に取得の建物（建物付属設備は除く）、平成28年４月１日以降に

取得の建物付属設備及び構築物は定額法を採用しております。 

            なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

              建物         ７～３８年 

              構築物        ７～４０年 

              機械及び装置               ９ 年 

              車両運搬具      ４～ ６ 年 

              工具、器具及び備品  ２～１５年 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。 
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(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

なお、平成18年４月30日をもって役員退職慰労金制度を廃止しており、同日以降対応分については、

引当金計上を行っておりません。 

 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

           キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

(７) 会計方針の変更 

    (平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用) 

      法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対

応報告第32号 平成28年６月17日)を当事業年度から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物付属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

         なお、この変更による影響は軽微であります。 

 

(８) 表示方法の変更 

（キャッシュ･フロー計算書） 

前事業年度において「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の支出」に含めておりました「保険

積立金の積立による支出」は、重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしております。この

表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「そ

の他の支出」△1,165千円は、「保険積立金の積立金による支出」として組替えております。 

 

(９) 財務諸表に関する注記事項 

（貸借対照表関係） 

※ 事業年度末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。 

なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の前事業年度末日満期手形及び電子記録債権を満期日に

決済が行われたものとして処理しております。 

 前事業年度 

（平成27年10月31日） 

当事業年度 

（平成28年10月31日） 

受取手形 41,207千円 ― 

電子記録債権 8,996千円 ― 
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（損益計算書関係） 

※１ 他勘定受入高の内訳は、次の通りであります。 

 前事業年度 

自 平成26年11月 1 日 

至 平成27年10月31日 

当事業年度 

自 平成27年11月 1 日 

至 平成28年10月31日 

当期製品製造原価のうち 

原材料仕入高 
70,079千円 69,144千円 

製造原価の労務費及び経費 81,049千円 84,518千円 

計 151,129千円 153,662千円 

 

※２ 研究開発費の総額 

 前事業年度 

自 平成26年11月 1 日 

至 平成27年10月31日 

当事業年度 

自 平成27年11月 1 日 

至 平成28年10月31日 

一般管理費及び当期製造費用に 

含まれる研究開発費 
12,724千円 4,841千円 

 

※３ ゴルフ会員権の預託保証金に対するものであります。 

 

※４ 減損損失 

前事業年度（自 平成26年11月１日 至 平成27年10月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成27年11月１日 至 平成28年10月31日） 

 当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。 
 

場  所 用  途 種  類 金  額 

愛知県豊明市 その他 土地 1,273千円 

  当社は、減損の兆候を判定するにあたっては、原則として、フィルター部門、燃焼機器部門及び総務部等の管理部

門の共用資産に分類し、それぞれにおいて独立したキャッシュ・フローを生成する最小単位にグルーピングしており

ます。 

  グルーピングの単位である各部門においては、減損の兆候がなかったが、共用資産である土地の時価が下落し、回

収可能価額が帳簿価額を下回ることとなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て計上しております。 

 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次の通りであります。 

 前事業年度 

自 平成26年11月 1 日 

至 平成27年10月31日 

当事業年度 

自 平成27年11月 1 日 

至 平成28年10月31日 

建物 ― 2,601千円 

建物付属設備 35千円 322千円 

構築物 ― 27千円 

機械及び装置 2,510千円 1,142千円 

車両運搬具 5千円 ― 

工具、器具及び備品 0千円 183千円 

計   2,551千円   4,277千円 
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成26年11月１日 至 平成27年10月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加数 当事業年度減少数 当事業年度末 

普通株式（株） 7,200,000 ― 1,000,000 6,200,000 

（変動事由の概要） 

    減少数の内訳は、次の通りであります。 

   自己株式の消却による減少      1,000,000株 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加数 当事業年度減少数 当事業年度末 

普通株式（株） 2,182,328 158 1,000,000 1,182,486 

（変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次の通りであります。 

    単元未満株式の買取による増加             158株 

  減少数の内訳は、次の通りであります。 

   自己株式の消却による減少      1,000,000株 
 

３．配当に関する事項 

 (１) 配当金支払額 

決   議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり

配当額（円） 
基 準 日 効力発生日 

平成27年１月28日 

定時株主総会 
普通株式 75,265 15.00 平成26年10月31日 平成27年１月29日 

 

(２) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり

配当額（円） 
基 準 日 効力発生日 

平成 28 年１月 28 日

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 90,315 18.00 平成 27 年 10 月 31 日 平成 28 年１月 29 日 

 

当事業年度（自 平成27年11月１日 至 平成28年10月31日） 

１．発行済株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加数 当事業年度減少数 当事業年度末 

普通株式（株） 6,200,000 ― ― 6,200,000 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加数 当事業年度減少数 当事業年度末 

普通株式（株） 1,182,486 ― ― 1,182,486 

 

３．配当に関する事項 

 (１) 配当金支払額 

決   議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり

配当額（円） 
基 準 日 効力発生日 

平成28年１月28日 

定時株主総会 
普通株式 90,315 18.00 平成27年10月31日 平成28年１月29日 

 

(２) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり

配当額（円） 
基 準 日 効力発生日 

平成 29 年１月 27 日

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 90,315 18.00 平成 28 年 10 月 31 日 平成 29 年１月 30 日 
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 前事業年度 

自 平成26年11月 1 日 

至 平成27年10月31日 

当事業年度 

自 平成27年11月 1 日 

至 平成28年10月31日 

現金及び現金勘定 1,107,665千円 1,050,417千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △586,000千円 △665,500千円 

現金及び現金同等物 521,665千円 384,917千円 

 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成27年10月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
貸借対照表計上額 

（千円） 

取得原価 

（千円） 

差額 

（千円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

   

① 株式 164,548 73,215 91,333 

小計 164,548 73,215 91,333 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
   

① 債券   45,520 50,000 △   4,480 

② その他 6,709 8,293 △   1,583 

小計  52,229   58,293 △   6,063 

合計 216,778 131,508     85,269 

(注) １ 貸借対照表計上額が取得原価を超えないものの「債券」の中には複合金融商品（取得原価50,000千円、貸借

対照表計上額45,520千円）が含まれており、その評価差額は損益計算書の営業外費用に計上しております。

なお、評価損は当事業年度に4,480千円計上しております。 

２ 非上場株式（貸借対照表計上額33,757千円）については、市場性がなく時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券 

       該当事項はありません。 
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当事業年度（平成28年10月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
貸借対照表計上額 

（千円） 

取得原価 

（千円） 

差額 

（千円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

   

① 株式 117,161 57,584 59,576 

② 債券 47,165 45,520 1,645 

小計 164,326 103,104 61,221 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
   

① 株式 15,966 16,249 △     283 

② その他 4,666 4,666 ― 

小計 20,632 20,915 △     283 

合計 184,959 124,020     60,938 

(注) １ 貸借対照表計上額が取得原価を超えるものの「債券」の中には複合金融商品（取得原価45,520千円、貸借対

照表計上額47,165千円）が含まれており、その評価差額は損益計算書の営業外収益に計上しております。な

お、評価益は当事業年度に1,645千円計上しております。 

２ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において「その他」について減損

処理を行い、投資有価証券評価損3,627千円を計上しております。 

３ 非上場株式（貸借対照表計上額29,872千円）については、市場性がなく時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券 

区分 
売却額 

（千円） 

売却益の合計額 

（千円） 

売却損の合計額 

（千円） 

    株式 20,331 12,446 ― 

合計 20,331 12,446 ― 

 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成26年11月１日  至 平成27年10月31日）    
ヘッジ会計が適用されないデリバティブ取引 

組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、「注記事項（有

価証券関係） １ その他有価証券で時価のあるもの」に含めて記載しております。 

 

当事業年度（自 平成27年11月１日  至 平成28年10月31日）    
ヘッジ会計が適用されないデリバティブ取引 

組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、「注記事項（有

価証券関係） １ その他有価証券で時価のあるもの」に含めて記載しております。 
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（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

   当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設け、確定拠出型の制度として中小企業退職金共済制度を設

けております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。 

なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。 

 

２．簡便法を適用した確定給付制度 

 (１) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

 前事業年度 

自 平成26年11月 1 日 

至 平成27年10月31日 

当事業年度 

自 平成27年11月 1 日 

至 平成28年10月31日 

退職給付引当金の期首残高 122,968千円 129,376千円 

 退職給付費用 15,636千円 21,229千円 

 退職給付の支払額 △9,228千円 △7,637千円 

退職給付引当金の期末残高 129,376千円 142,968千円 

 

 (２) 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

 前事業年度 

（平成27年10月31日） 

当事業年度 

（平成28年10月31日） 

非積立型制度の退職給付債務 129,376千円 142,968千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 129,376千円 142,968千円 
 
退職給付引当金 129,376千円 142,968千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 129,376千円 142,968千円 

 

 (３) 退職給付費用 

 前事業年度 

自 平成26年11月 1 日 

至 平成27年10月31日 

当事業年度 

自 平成27年11月 1 日 

至 平成28年10月31日 

簡便法で計算した退職給付費用 15,636千円 21,229千円 

 

３．確定拠出制度 

 前事業年度 

自 平成26年11月 1 日 

至 平成27年10月31日 

当事業年度 

自 平成27年11月 1 日 

至 平成28年10月31日 

当社の確定拠出制度への要拠出額 18,188千円 17,452千円 

 

（ストック・オプション等関係） 

前事業年度（自 平成26年11月１日  至 平成27年10月31日） 

  該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成27年11月１日  至 平成28年10月31日） 

  該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
 前事業年度 

（平成27年10月31日） 

当事業年度 

（平成28年10月31日） 

＜流動の部＞   

繰延税金資産   

   賞与引当金 8,921千円 8,937千円 

   未払事業税 7,893千円 5,304千円 

   その他 5,017千円 4,470千円 

繰延税金資産小計 21,832千円 18,712千円 

評価性引当額 △ 2,692千円 △ 2,188千円 

繰延税金資産合計 19,140千円 16,524千円 
 
＜固定の部＞   

繰延税金資産   

   役員退職慰労引当金 1,384千円 1,315千円 

有価証券評価損 3,576千円 3,991千円 

   退職給付引当金 40,855千円 42,900千円 

   一括償却資産   826千円   1,157千円 

   減損損失 2,653千円 2,667千円 

   資産除去債務 3,210千円 3,050千円 

   その他   745千円   738千円 

繰延税金資産小計 53,251千円 55,820千円 

評価性引当額 △ 8,950千円 △ 9,515千円 

繰延税金資産合計 44,301千円 46,305千円 

繰延税金負債   

   固定資産圧縮積立金 △32,084千円 △27,659千円 

 その他有価証券評価差額金 △28,324千円 △17,776千円 

繰延税金負債合計 △60,409千円 △45,435千円 

繰延税金資産の純額 ― 869千円 

繰延税金負債の純額 △16,108千円 ― 

 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため

注記を省略しております。 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

    「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 15 号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立されました。 

     これに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度の

32.3％から、平成28年11月１日以降平成30年10月31日までに回収又は支払いが見込まれるものについては30.2％

に変更され、平成30年11月１日以降に回収又は支払いが見込まれるものについては30.0％に変更されております。 

これによる影響は軽微であります。  
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（企業結合等関係） 

前事業年度（自 平成26年11月１日  至 平成27年10月31日） 

  該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成27年11月１日  至 平成28年10月31日） 
  該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、製品・サービス別の営業、製造及び技術の関連部署を置き、各部署は取り扱う製品・サービス別に国内

及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社は事業部門を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「フィルター部門」及び

「燃焼機器部門」の２つを報告セグメントとしております。 

「フィルター部門」は、主として自動車用フィルターの製造・販売をしております。「燃焼機器部門」は、主として

バーナ部品の製造・販売をしております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

    報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自 平成26年11月１日  至 平成27年10月31日） 

（単位：千円） 

 報告セグメント 
その他 

(注１) 
合計 

調整額 

(注２) 

財務諸表 

計上額 

(注３) 

フィルター 

部門 

燃焼機器 

部門 
計 

売上高        

 外部顧客への

売上高 
4,986,060 311,986 5,298,047   1,093 5,299,141 ― 5,299,141 

 セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

― ― ― ― ― ― ― 

計 4,986,060 311,986 5,298,047   1,093 5,299,141 ― 5,299,141 

セグメント利益

又は損失（△） 
571,612 38,044 609,656 △818 608,837 △209,003 399,834 

セグメント資産 3,296,005 268,472 3,564,477 3,267 3,567,745 1,702,519 5,270,264 

その他の項目        

 減価償却費 198,823 2,612 201,436 ― 201,436 12,370 213,806 

 有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

185,904 2,730 188,635 ― 188,635 2,110 190,745 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。 

２  調整額は、以下の通りであります。 

  (1) セグメント利益又は損失の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に総務部等

管理部門の一般管理費及び研究開発費であります。 

(2) セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に総務部等管理部門

の現金及び預金、投資有価証券等であります。 

(3) 減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であります。 

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の増加

額であり、主に総務部等管理部門の車両運搬具、工具、器具及び備品等の設備投資額であります。 

３ セグメント利益又は損失は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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当事業年度（自 平成27年11月１日  至 平成28年10月31日） 

（単位：千円） 

 報告セグメント 
その他 

(注１) 
合計 

調整額 

(注２) 

財務諸表 

計上額 

(注３) 

フィルター 

部門 

燃焼機器 

部門 
計 

売上高        

 外部顧客への

売上高 
4,869,212 340,831 5,210,043 1,956 5,211,999 ― 5,211,999 

 セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

― ― ― ― ― ― ― 

計 4,869,212 340,831 5,210,043 1,956 5,211,999 ― 5,211,999 

セグメント利益

又は損失（△） 
575,102 46,207 621,309 △338 620,971 △220,069 400,901 

セグメント資産 3,261,913 256,914 3,518,828 2,674 3,521,502 1,763,512 5,285,015 

その他の項目        

 減価償却費 205,895 1,620 207,516 ― 207,516 14,505 222,021 

 有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

213,726 2,124 215,851 ― 215,851 62,099 277,951 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。 

２  調整額は、以下の通りであります。 

  (1) セグメント利益又は損失の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に総務部等

管理部門の一般管理費等であります。 

(2) セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であり、主に総務部等管理部門

の現金及び預金、投資有価証券等であります。 

(3) 減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であります。 

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の増加

額であり、主に総務部等管理部門の建物及び構築物等の設備投資額であります。 

３ セグメント利益又は損失は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 

【関連情報】 

前事業年度（自 平成26年11月１日  至 平成27年10月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

     フィルター部門の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 
 

２．地域ごとの情報 

   (１) 売上高 

（単位：千円） 

日本 ヨーロッパ ア ジ ア そ の 他 合計 

2,962,267 731,151 1,469,534 136,187 5,299,141 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 
 

(２) 有形固定資産 

      本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。 
 

   (３) 主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

ユニオンモーター㈱ 1,860,700 フィルター部門 
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当事業年度（自 平成27年11月１日  至 平成28年10月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

     フィルター部門の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 
 

２．地域ごとの情報 

   (１) 売上高 

（単位：千円） 

日本 ヨーロッパ ア ジ ア そ の 他 合計 

2,989,875 656,084 1,451,110 114,928 5,211,999 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 
 

(２) 有形固定資産 

      本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。 
 

   (３) 主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

ユニオンモーター㈱ 1,795,155 フィルター部門 

日発販売㈱ 557,035 フィルター部門 

 

（持分法損益等） 

非連結子会社及び関連会社がありますが、利益基準及び利益剰余金基準において重要性が乏しいため、記載を省略

しております。 

 

（１株当たり情報） 

 前事業年度 

自 平成26年11月 1 日 

至 平成27年10月31日 

当事業年度 

自 平成27年11月 1 日 

至 平成28年10月31日 

１株当たり純資産額 802円17銭 841円40銭 

１株当たり当期純利益 57円24銭 61円20銭 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在していないため記載しておりません。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 前事業年度 

（平成27年10月31日） 

当事業年度 

（平成28年10月31日） 

貸借対照表の純資産の部の合計額 4,024,930千円 4,221,784千円 

普通株式に係る純資産額 4,024,930千円 4,221,784千円 

普通株式の発行済株式数 6,200,000株   6,200,000株   

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

普通株式数 
5,017,514株   5,017,514株   

     ３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 前事業年度 

自 平成26年11月 1 日 

至 平成27年10月31日 

当事業年度 

自 平成27年11月 1 日 

至 平成28年10月31日 

当期純利益 287,218千円 307,076千円 

普通株主に帰属しない金額 ― 千円 ― 千円 

普通株式に係る当期純利益 287,218千円 307,076千円 

普通株式の期中平均株式数 5,017,667株   5,017,514株   
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（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
 

（開示の省略） 

  リース取引関係、金融商品関係、資産除去債務関係、賃貸等不動産関係、関連当事者情報に関する注記事項につい

ては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

 

６６６６．．．．その他その他その他その他    

役員の異動 

(１) 代表取締役の異動 

      該当事項はありません。 
 

(２) その他の役員の異動（平成29年１月27日付予定） 

新任監査役候補 

非常勤監査役 渥美 博 

（注）新任監査役候補者 渥美博氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

 

以    上 
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